
5 農林水産業費

1 農業費 1 農業委員会費

［担当：農業委員会］ P.174

2501 機構集積支援事業に要する経費 1,433,000 円（1,286,000 円）

［国・県 1,133,000 円 その他 4,000 円 一財 296,000 円］

＊ 特財積算根拠

［県補：農地集積・集約化対策推進交付金 1,133,000 円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 4,000 円］

○ 目的

農地の利用状況を調査し、遊休農地の利用増進を図る。

○ 内容

遊休農地の現地調査及び有効利用に係る、農地所有者等への意向調査を実施する。

会計年度任用職員報酬 1人 819,000 円

雇用保険料 13,000 円

会計年度任用職員費用弁償 1人 77,000 円

事務費 524,000 円

1 農業費 3 農業振興費

［担当：農政課］ P.175

2001 農業振興に要する経費 17,209,000 円（17,648,000 円）

［国・県 1,682,000 円 その他 3,920,000 円 一財 11,607,000 円］

＊ 特財積算根拠

［県補：農業経営基盤強化資金利子助成補助金 40,000 円］

［県補：環境保全型農業直接支払交付金 1,134,000 円］

［県補：農業次世代人材投資資金 507,000 円］

［県委：家畜伝染病予防事務交付金 1,000 円］

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 3,920,000 円］

○ 目的

各種協議会及び農業関係団体等と連携を図り、地域における農業経営の安定と活性化を

図る。

○ 内容

有害鳥獣駆除委託料 1,659,000 円

認定農業者支援事業補助金 7,100,000 円

県農林振興公社負担金 272,000 円

農業振興研究団体補助金 180,000 円

環境保全型農業直接支払交付金 1,512,000 円

農業次世代人材投資資金 495,000 円

農業公社事業円滑化補助金 5,600,000 円
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［担当：農政課］ P.177

4401 水田農業構造改革対策に要する経費 92,744,000 円（86,273,000 円）

［国・県 4,865,000 円 一財 87,879,000 円］

＊ 特財積算根拠

［県補：経営所得安定対策直接支払推進事業費補助金 4,865,000 円］

○ 目的

米の需給環境は依然として過剰基調にあり、米価低迷が続いている。農家の収入の安定

化を図るため、国が積極的に推進している「経営所得安定対策｣と合わせて、地域の特性や

実情に則した独自の補助事業を効果的に実施することで、米生産数量目標の達成に取り組

むとともに、農業の活性化、効率的な農地利用、遊休農地の解消等を図る。

○ 内容

≪令和 5年産米生産数量目標等≫

≪補助金等≫

1 農業費 4 農地費

［担当：農政課］ P.178

2001 土地改良事業に要する経費 41,317,000 円（46,319,000 円）

［国・県 5,143,000 円 地方債 9,900,000 円 一財 26,274,000 円］

＊ 特財積算根拠

［県補：湛水防除施設等管理費補助金 183,000 円］

［県補：多面的機能支払交付金 4,960,000 円］

［市債：災害関連事業債（地盤沈下対策分）2,714,000 円×90％≒2,400,000 円］

［市債：土地改良事業債 10,000,000 円×75％≒7,500,000 円］

（1）福岡堰地区地盤沈下対策事業負担金【県営事業への負担金】

○ 目的

福岡堰土地改良区管内の用水路が不等沈下による逆勾配、中だるみ等の障害が生じ、農

業用水の供給不足や排水不良が起こっているため改修を実施する。これにより、農業用水

の確保と農業経営の安定化を図る。

○ 内容

・事業費負担金 2,714,000 円

生産数量目標配分 6,915t

水稲作付面積換算 1,316ha（基準単収 523kg 換算）

配分農家数 1,894 戸

名 称 予 算 額 備 考

水田農業転作等実施補助金 82,867,000 円
米生産数量目標を達成し、

転作を実施した農家への補助

水田農業推進センター

活動事業費補助金
150,000 円

取手市生産調整推進センター

への活動費補助

茨城県経営所得安定対策

直接支払推進事業費補助金
4,865,000 円

取手市農業再生協議会への

事業費補助

水田農業転作等推進事業

負担金
4,717,000 円

茨城みなみ農業協同組合への

事業負担金
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※小貝東部 2期地区は令和 6年度改修完了予定。また、福岡堰 4期地区は令和 5年度改修

完了予定。

（2）守谷土地改良施設維持管理最適化事業負担金【団体営事業への負担金】

○ 目的

下高井排水機場施設の設備が老朽化し支障が生じている。排水機場施設の設備を改修す

ることにより、農業施設の適正管理と農業経営の安定化を図る。

○ 内容

下高井排水機場施設の設備更新を実施する。

・事業費負担金 849,000 円

※（各市の負担割合：守谷市 52.63％、取手市 40.94％、つくばみらい市 6.43％）。事業期

間は令和 3年度から令和 7年度において工事を実施する。

（3）山王西部地区用排水路改修工事負担金【団体営事業への負担金】

○ 目的

山王西部地区は、平成 16 年度から平成 22 年度に集落地域整備統合補助事業により区画

整理を行った区域であるが、排水路は素掘りで、担い手等の高齢化に伴い水路機能の維持

管理が困難な状況のため、生産者の労力軽減を図り、営農意欲を向上させることを目的と

する。

○ 内容

山王西部地区内の小排水（素堀り水路）総延長 L＝192m について改修工事を実施する。

・事業費負担金 10,000,000 円

（4）多面的機能支払交付金

○ 目的

農業者及び地域住民等で構成された組織が行う農地・水路・農道等の保全管理、農業施

設の長寿命化を図る活動に対して支援する。

○ 内容

市之代・貝塚・上高井・下高井地区、上萱場地区、下萱場地区、浜田地区、神住地区が

実施する基礎的保全管理活動（田・畑の草刈、水路泥上げ等 面積 22,126a）に対し交付す

る。

交付単価 （田）3,000 円／10a、（畑）2,000 円／10a

負担割合 国 1／2 県 1／4 市 1／4

・事業交付金 6,615,000 円

事 業 実 施 箇 所 内 容

地盤沈下対策事業

小貝東部 2期地区

つくばみらい市管内

（川通用水路、寺下用水路等）

用水路改修 L＝1,633m

（全体 L＝19,979m）

地盤沈下対策事業

福岡堰 4期地区

つくばみらい市管内

（下小目第 2用水路）

用水路改修 L＝40m

（全体 L＝7,937m）

事 業 実 施 箇 所 内 容

守谷土地改良施設

維持管理最適化事業
取手市域及び守谷市域

下高井排水機場施設の設備

（除塵機・水平コンベア・操

作盤・樋管スライドゲート・

開閉装置）
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